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学位論文内容の要旨

  本論文は、宗教がソーシャル・キャピタルの形成に寄与するかどうかという命題を具体的な

調査可能な対象において実証的に検討したものである。ソーシャル・キャピタルとは、具体的

な社会関係、社会一般への信頼感、互酬性の規範といった諸要素を包括する概念である。

  ポスト福祉国家以降の社会科学では、政治経済活動や福祉領域とソーシャル・キャピタルと

の関係が肯定的に議論されており、ソーシャル・キャピタルが豊かであれば、様々な社会的活

動が活性化するという見解がある。欧米では福祉的領域をFaith Based Organizationに委ね、

政府のソーシャルサーピスを代替させる動きがあり、それに伴い宗教社会学においても宗教団

体への所属と市民の福祉・社会活動との関連を明らかにする研究がトピックになっている。

  本研究はこのような社会の趨勢や学会の動向をにらみながら、キリスト教会等の主流派宗教

による慈善活動や社会活動が制度化されていない日本においても、伝統宗教や新宗教への加入

と 信者 の市 民・ 社会活動が関連するかどうかを実証的に検討したものである。

  具体的には、＠世界価値観調査や日本で実施された総合的社会調査データの計量的分析によ

って、個人の宗教的志向・団体所属と社会活動の関連を検討し、次いで、◎全国の主要な宗教

法人に対して実施したアンケート調査や札幌市における宗教法人の活動実態調査等を通して、

宗教法人本部や法人の施設管理者による社会活動がどの程度一般信徒に浸透しているのかに関

して事例調査を行ったものである。

以下、具体的に内容を要約していきたい。

  第1章では、日本における先行研究のレビュー、日本において宗教と社会活動を論じること

の意義、「宗教」と「社会活動」の操作的な概念定義、及びデータにつしゝて概観している。

  第2章では1996年から2011年6月までの1）American Sociological Review.2）American

Journal orl銑めゅ3）ゐ“．朋訂伽めe触ぬ鯔a＆H妙D′ぬ趣あぬ、4）m沈げDfぬZめw

風鱈餾m、5）＆珊W昭yD′ぬ蜘．Dロをレピューし、1）非キリスト教社会・非欧米社会に研究

が進展していること、2）個人を分析対象とすること、3）計量社会学的方法が主流であること、

4）社会活動を促進する場としての宗教施設に着目することを確認し、日本の調査においても同

じ観点と方法を用いることの合理性を示した。

  第3章ではJGSS（日本版GeneralSocialSurveys），2000、JGSS－2001、JGSS．2002のプ

ールデ一夕を用い、「ボランタリー組織所属」を従属変数とする二項口ジステイック回帰分析を

行った。分析の結果、1）社会一人口学的変数を統制した上でも、無宗教の人に比べて、何らか

の宗教属性をもっている人は、ボランタリー組織に所属する傾向にあることが明らかになった。

2）キリスト教や新宗教のみならず、仏教も正の有意な関連を示している。次に、「なぜ仏教に

正の有意な関連が見られるのか」という間いを検証するために、サンプルを仏教に限定した分

析を行い、仏教においてはどのような宗教的要因がボラン夕lJー組織所属に関連するのかを分
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析した。その結果、宗教施設へのコミットの指標である「宗教団体所属」が正の有意な結果を

示す 一方、 宗教意識の強さの指標である「信仰熱心度」は有意な結果を示さなかった。

  第4章ではWorld Values Surveyの第2回調査と第4回調査のプールデータを用い、宗教集

団へのコミットを測定する指標として、欧米の先行研究で頻繁に使用されている「宗教施設参

加頻度」を使用し、「ボランタリー組織所属」と「ポランティア活動実施」の2っを従属変数と

する二項口ジスティック回帰分析を行った。分析の結果、1）「非参加層」に比べて、「定期的参

加層」の方がボランタリー組織に所属する傾向があり、ボランティア活動を行う傾向もあるこ

と、2）「行事参加層」に比べて「定期的参加層」の方がポランタリー組織に所属する傾向があ

るが、ポランテイア活動については正の関連は見られるものの有意ではないこと、3）「非参加

層 」 と「 行 事 参加 層 」 の間 に は 有 意な 違 い が見 ら れ ない こ と が明 ら か にな っ た 。

  第5章ではJGSS-2002とJGSS-2005のプールデータを用い、「定期ボランティア活動」と

「不定期ポランティア活動」の2つの従属変数を「宗教属性」、「信仰熱心度」、「宗教団体所属」

の独立変数から関連を調べた。分析の結果、1）様々な社会一人口学的変数を統制した上でも、

宗教的変数はボランティア活動に対して正の有意な関連を示していた。2）一方、「定期ボラン

ティア活動」と「不定期ボランティア活動」とで関連の仕方をより詳しく見てみると、前者の

場合は、「信仰熱心度」と「宗教団体所属」の両方が正の有意な関連をもっていたのに対して、

後者の場合は「信仰熱心度」のみに正の有意な関連が見出された。

  第6章ではJGSS-2006を用い、「清掃活動参加」、「リサイクル品回収参加」、「地域パト口ー

ル参加」の3っを従属変数とする二項ロジステイック回帰分析を行った。知見は、1）「清掃活

動参加」と「1Jサイクル品回収」は、「仏教（個人的に信仰）」、「仏教（家での信仰、いわゆる

檀家）」ともに正の有意な関連が見られた。2）「地域パト口ール参加」は、「仏教（個人）」に正

の有意な関連が見られる一方、「仏教（家）」に有意な結果は見られなかった。3）「信仰熱心度」

は「清掃活動参加」、「リサイクル品回収」、「地域パトロール参加」の3つの全てに対して正の

有 意 な 関 連 が 見 ら れ た が 、 「 宗 教 団 体 所 属 」 は ど れ に も 有 意 で は な か っ た 。

  第7章では、「札幌市の宗教団体の社会的な活動に関する調査」のデ一夕を用いて、宗教施設

における社会活動の実施状況、信者の動向、社会活動を行う社会的環境を検討した。知見とし

ては、様々な領域の社会活動が宗教施設で実施され、そうした活動に信者が参加していること

が確認された。

  第8章では、「宗教団体の社会的な活動に関するアンケート調査Jを使用し、宗教活動そのも

のを社会活動と考えるという宗教団体の認識の構造をみた。分析の結果、1）伝統仏教教団、社

会活動を実施していない宗教団体、社会活動を行うことが国家への奉仕に連動する可能性があ

るという危惧が強い宗教団体は、宗教活動を社会活動とする認識が強いこと、2）宗教団体が宗

教活動以外に社会活動を行うかどうかは、宗教団体の規模、一般社会から社会活動を期待され

ているという認識、社会活動を実施することを通じて外部社会との交流を持とうという認識に

は直接関連しないことも明らかになった。

  第9章では、本博士論文の結論と今後の研究の課題について述べている。今後、束アジア（韓

国・台湾）において総合的社会調査を用いて計量的な分析を試みることで、宗教団体への所属の

意味を宗教文化の脈絡で押さえながらも、通文化的に議論できる地平を設定するという計画が

ある。
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宗教とソーシャル・キャピタルの形成に関する計量社会学的研究

    ―社会活動への参加を中心に―

  本論文は、宗教がソーシャル・キャピタルの形成に寄与するかどうかという命題を具体的な

調査可能な対象において実証的に検討したものである。ソーシャル・キャピタルとは、具体的

な社会関係、社会一般への信頼感、互酬性の規範といった諸要素を包括する概念である。

  ポス卜福祉国家以降の社会科学では、政治経済活動や福祉領域とソーシャル・キャピタルと

の関係が肯定的に議論されており、ソーシャル・キャピタルが豊かであれぱ、様々な社会的活

動が活性化するという見解がある。欧米では福祉的領域をFaith Based Organizationに委ね、

政府のソーシャルサービスを代替させる動きがあり、それに伴い宗教社会学においても宗教団

体への所属と市民の福祉・社会活動との関連を明らかにする研究がトピックになっている。

  本研究はこのような社会の趨勢や学会の動向をにらみながら、キリスト教会等の主流派宗教

による慈善活動や社会活動が制度化されていない日本においても、伝統宗教や新宗教への加入

と信者の市民・社会活動が関連するかどうかを実証的に検討したものである。

  具体的には、◎世界価値観調査や日本で実施された総合的社会調査データの計量的分析によ

って、個人の宗教的志向・団体所属と社会活動の関連を検討し、次いで、◎全国の主要な宗教

法人に対して実施したアンケート調査や札幌市における宗教法人の活動実態調査等を通して、

宗教法人本部や法人の施設管理者による社会活動がどの程度一般信徒に浸透しているのかに関
して事例調査を行ったものである。

  以下、内容の評価にうつりたい。

  従来、宗教者・教団関係者による「宗教は社会的役割を果たしている」という言説を除けば、

日本の社会科学ではあまり取り上げられることのなかった「宗教活動が社会活動へと波及する」

という仮説を、個人の宗教心・宗教団体へのコミットメントとポランタルー組織への所属とボラ

ンテイア活動との関連において実証的に分析した本研究は、日本の宗教社会学において一定の
研究成果を挙げたものと認められる。宗教が公認宗教、もしくは公共宗教として社会福祉活動

や政治的領域に関わることが期待されていない日本において、それでもなお、宗教団体が信徒

をしてボランティア、社会参加を促しているという知見は、日本社会の世俗性を問い直すーつ

の視点を提供する。

  具体的には、宗教団体への所属（仏教、キリスト教、新宗教、無宗教）とボランタリー組織

への所属、ポランテイア活動との関連、及び宗教の相違やコミッ卜メントの度合いによって、
ポランテイア活動の中身や頻度にも少しずっ異なる効果があるといった計量的な分析結果は、

「宗教が社会貢献するかどうか」といった大きな命題を検証可能な命題におろし、議論可能な

知見を導き出した。宗教不信や宗教への過剰な期待といったものが、宗教者、一般市民、そし
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て宗教研究者からも出されてきたが、従来の事例研究や価値評価的な言説が多かった当該領域

の議論 に社会科 学的な厳 密性を 与え、今 後の研 究方向を 示唆し ているものと考えられる。

  また、世界価値観調査や総合的社会調査の二次分析を補完する形でなされた全国教団調査・

札幌市宗教施設調査の事例研究においても、社会活動を行う教団と行わない教団の相違、社会

活動の 領域と宗 派・教派 の相違 がなぜ生 じるの かに関し て納得 のいく説明を行っている。

  今後、宗教社会学の国際的な議論に参加するためには、共通の問題設定と研究手法を用いた

分析結果の提示が求められるが、本研究は計量社会学的な研究方法により、その水準を満たし

ており、しかるべき海外の雑誌に掲載されれば参照される可能性が高い。この点は、寺沢氏が

国際学会での発表への反応や国際ワークショップヘの招待等からも予測されることである。た

だし、計量的分析の国際比較については、概念の歴史的・地域的文脈を考慮に入れた上での調査

対 象 者 の 解 答 の 読 み 込 み が 必 要 で あ り 、 実 際 に 直 接 的 な 比 較 は な か な か 難 し い 。

  本研究では、宗教団体への所属と社会活動というニつの行為の間に因果的な関係を想定して

おり、欧米の先行研究に問題の構成や分析方法を合わせているが、この点に検討の余地がある。

  宗教団体への所属が持つ意味に関して、キリスト教会や新宗教教団では、欧米と日本ではそ

れほど知見の解釈に困難はない。しかし、習俗・慣習と信仰が深く結びっき、またくイエ＞くム

ラ＞の遺制とも関係する檀家や氏子という形での宗教的属性と地域の社会活動・ボランティア

の結びっきについては、「宗教」的行為が因で「社会活動」が果となる線形的な因果関連を想定

せずともよいのではないかという解釈もなりたつ。神社の祭礼と地域コミュニテイのように「宗

教的慣習＝地域活動」ともなりうるタイプの宗教性については、そのポランテイア活動や社会

活動が、キリスト教圏のそれとどのように異なるのかについても文化的コンテキス卜への配慮

が求められる。また、無宗教を自認する人々でも仏壇・神棚を祀ることを考えると、「無自覚の

宗教性、おかげさまの意識」といったものと社会的信頼や互酬性の関係、そしてそれらの価値

意識や社会活動的行為連関がソーシャル・キャピタルの形成とどのように関連しているのかに

ついてもより深く考察する必要がある。

  このような課題に関して、口述試験において質問したところ、申請者は十分この問題に自覚

的であった。まずは欧米の宗教社会学的な分析の視点と計量社会学の方法を日本に適用したこ

と、今後、束アジア（韓国・台湾）において同様の分析を試みることで、宗教団体への所属の意

味を宗教文化の脈絡で押さえながらも、通文化的に議論できる地平を設定するという今後の調

査研究の計画を述べたことからも、総合的に判断して相当水準の研究成果をあげたものと認め

られる。

  以上の審査結果から、本審査委員会は、全員一致で本学位申請論文が博士（文学）の学位を

授与されるにふさわしいものであると認定した。
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